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インターンシップ促進事業～NPO法人さが西部市民活動サポートセンター・フロンティアとの協働

NPO法人さが西部市民活動サポートセンター・フロンティア

平成１３年度　～　　 (協働は平成２０年度から）

農林水産商工本部雇用労働課就職支援担当 　　　直通電話0952－25－
7310

事業概要

・インターンシップの受入事業所開拓のための事業所アンケート調査を実施し、受入れ事業
所リストを作成する。
・普及啓発用チラシの作成・配布を行う。
　

協働の背景

　平成１９年度の協働化テストにおいて、「雇用を行っているＮＰＯ法人で活動することへの
理解促進のためのインターンシップ制度の導入」についての提案があり、現在実施している
「受入事業所開拓のためのアンケート調査」の調査先に、「雇用を行っているＮＰＯ法人」を
追加し、企業等の情報にこれらの情報を追加して、学校等に送付することにより、学生・生徒
の選択の範囲が広がることから、この提案について協働で実施することになった。

協働の内容 雇用労働課

目指す姿

・若者の在学中からの職業意識の醸成を図り、適性な職業選択の促進並びに早期離転
職の防止を図る。
・産業界のニーズに対応できる人材を育成する。

・ＮＰＯ法人向けアンケート調査票作成
・回収後、リスト作成

アンケート発送 アンケート回収

県民協働課
（発送・回収の協力）
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協働の成果

・インターンシップを受入可能な雇用を行うNPO法人の情報を得ることができ、学校等へ送
付するインターンシップ受入リストの職種を広げることができた。(リストは21年3月中旬に送
付予定）

今後の展望

・インターンシップ生を受入可能な、雇用を行うＮＰＯ法人のリストを学校等へ送付すること
で、学生・生徒に就職先として認知されていないＮＰＯ法人でインターンシップを体験して
もらいたい。

県民のメリット

・事業は現在実施中であるが、学生・生徒のインターンシップ先の職種の選択を広げることが
できる。


